
（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（ 1

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ６　教育・人づくり戦略
目指す姿 ３　グローバル社会で活躍できる人材の育成

施策の方向性 ③　県民の国際理解の促進と多文化共生の推進
Ｈ22 年度～

年度
部局名 企画振興部 課室名 国際課

チーム名 調整・国際政策チーム

その他合計 件） 660 59
財源内訳 左の説明 36,344 20,148 0

国 庫 補 助 金 中南米日系社会と国内自治体との連携促進事業補助金 5,055 3,536
県 債
そ の 他 労働保険料 57 43
一 般 財 源 31,232 16,569 0

指標名 国際交流員国際理解講座実施件数（件）【業績指標】
指標式 国際交流員国際理解講座実施件数（件）
出典 国際課調べ

把握時期 翌年度４月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 50 50 50 50 50 50 
実績b 55 56 55 
ｂ／ａ 110.0% 112.0% 110.0% 0.0% 0.0% 0.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 国際化推進事業 事業年度

　本県の国際化等を推進するため、多様な国際交流事業等を展開することにより、県民の国際理解の促進につなげるととも
に、グローバル社会で活躍できる国際感覚や世界的な視野を身に付けた人材を育成する。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1 外国青年招致事業
　「語学指導等を行う外国青年招致事業（ＪＥＴプログラム）」
を活用して、地域住民の国際理解の促進や国際関連事業
の円滑な実施を図る。

24,515 15,047

2 在外県人会活動支援事業
　本県出身であることに誇りを持って活動する南米秋田県
人会の運営費に対して助成し、南米地域での本県のＰＲ
活動を支援する。

1,423 1,411

3 海外研修員受入事業
　甘粛省及び南米秋田県人会から研修員を受け入れ、県
内の関係機関や大学等において研修を行うことで、今後
の秋田との架け橋となる中核人材の育成を図る。

4,691 0

4
南米秋田県人会担い手育
成事業

　南米秋田県人会の若手会員を対象に、本県の伝統文化
に関するリモート講座等を実施し、本県と南米との架け橋と
なる人材の育成を図る。

4,395 3,286

5 拉致問題対策事業
　北朝鮮に拉致された日本人を救出する秋田の会、国、市
町村、秋田県拉致問題解決促進議員連盟と連携し、拉致
問題に関する県民世論の啓発を図る。

660 345
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（様式３）

４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ａ
理
由

　本県と海外との人材交流事業等を展開することは、県民の国際理解の促進や交流人口の拡大等につながると
ともに、グローバル社会で活躍する国際感覚や世界的視野を身に付けた人材育成に資するものである。

判
定

ａ
理
由

判
定

ｂ
理
由

　国際理解講座や南米秋田県人会担い手育成事業の実施に当たっては、新型コロナウイルス感染症の状況等
を踏まえ、オンラインも活用しつつ、事業の効果や効率性に配慮し実施した。

判
定Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ａ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　県民の国際理解を促進するには国際理解講座等の開催による意識醸成等が必要であるが、新型コロナウイルス感染症の
長期化等の影響もあり、取組の停滞が懸念されている。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　中国甘粛省や南米秋田県人会との交流を実施するほか、国際交流員による国際理解講座やインターナショナルカフェ等の
開催を通して、引き続き県民の国際理解と人材育成の促進を図っていく。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ６　教育・人づくり戦略
目指す姿 ３　グローバル社会で活躍できる人材の育成

施策の方向性 ③　県民の国際理解の促進と多文化共生の推進
Ｈ23 年度～

年度
部局名 企画振興部 課室名 国際課

チーム名 調整・国際政策チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 11,721 7,483 0

国 庫 補 助 金 外国人受入環境整備交付金、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 2,741 4,455
県 債
そ の 他
一 般 財 源 8,980 3,028 0

指標名 外国語情報提供の実施件数（件）【業績指標】
指標式 外国語情報提供の実施件数（件）
出典 国際課調べ

把握時期 翌年度４月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 284 294 304 314 324 334 
実績b 278 387 277 184 
ｂ／ａ 136.3% 94.2% 60.5% 0.0% 0.0% 0.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 多文化共生推進事業 事業年度

　誰もが暮らしやすい多文化共生社会を形成するため、秋田県外国人相談センターの設置や地域外国人相談員の配置のほ
か、関係機関との連携を通して、外国人のセーフティネットの構築と支援人材の育成を図る。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1
外国人支援ネットワーク構
築事業

　県内在住外国人からの生活等に対応する相談体制を強
化するとともに、危機発生や大規模災害に備えた支援体
制の構築を推進する。

5,494 5,202

2
ウクライナ避難民受入支援
事業

　本県に避難した身元保証のあるウクライナ避難民に対
し、安心して生活を送るための生活費、医療費、光熱費、
日本語学習費等を支援する。

5,730 1,855

3
地域の多文化共生人材育
成事業

　大学等との連携により、日本語指導者の知識や技能の修
得・向上を図る機会を提供し、各地域において外国人を支
援できる人材を育成する。

497 426

4

5
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４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ａ
理
由

　県内在住外国人の暮らしやすい環境を確保するためには、生活相談に対応できる体制を整備するとともに、
災害時でも外国人を支援できるネットワークを構築する必要がある。

判
定

ｃ
理
由

判
定

ｂ
理
由

　実施事業を国際交流専門機関に業務委託することにより、事業の効率・効果の向上に努めるとともに、コストの
削減を図った。

判
定

Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ａ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　県内在住外国人は増加傾向にあり、国籍、使用言語及び家族構成も多様化していることから、支援機関による相談体制や
情報発信等の拡充とともに、日本語教育の強化も必要となっている。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　秋田県外国人相談センターによる多言語での相談対応や専門相談会の開催等のほか、大学等との連携による日本語指導
者に対する知識や技能の習得支援などを引き続き図っていく。令和５年度は、これに加えて「日本語教育を推進するための基
本的方針（仮称）」を策定することにより、日本語教育の支援体制の強化を促進する。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ６　教育・人づくり戦略
目指す姿 ５　地域社会の活性化と産業振興に資する高等教育機関の機能の強化

施策の方向性 ①　多様な資源を活用した教育・研究・社会貢献活動の促進
Ｈ８ 年度～

年度
部局名 あきた未来創造部 課室名 あきた未来戦略課高等教育支援室

チーム名 高等教育支援チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 265,265 268,605 0

国 庫 補 助 金
県 債
そ の 他
一 般 財 源 265,265 268,605 0

指標名 補助対象校の当該年度卒業者の医療、福祉分野への就職率（％）【成果指標】
指標式 医療保健・社会福祉分野への就職者数÷就職者総数
出典 高等教育支援室調べ

把握時期 翌年度５月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 90.0 
実績b 98.3 99.5 99.1 100.0 96.4 90.7 92.9 
ｂ／ａ 109.2% 110.6% 110.1% 111.1% 107.1% 100.8% 103.2% 0.0% 0.0% 0.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 看護系大学・短期大学運営費補助金 事業年度

　高齢化が急速に進む中、地域の医療・福祉を担う質の高い人材を育成していくことを目的に、県の要請により平成８年度に
開学した看護・福祉系私立大学・短期大学の運営を維持するため、補助を行う。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1
看護系大学・短期大学運
営費補助金

　看護・福祉系人材を養成する大学・短大の運営に要する
経費を補助する。 265,265 268,605

2

3

4

5
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４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ｂ
理
由

　高齢化や医療・介護の高度化・多様化が進む中、それに対応できる質の高い看護・介護人材が求められてお
り、その育成を行う大学等の運営を維持するため、補助が必要である。

判
定

ａ
理
由

判
定

ｂ
理
由

　補助対象大学等の実績だけでなく、他県の大学等の収支実績なども踏まえながら必要補助額を積算し、各大
学等に運営経費の削減を求めているほか、国庫補助も併用してもらうなどして、県の財政的負担の軽減に取り
組んでいる。

判
定Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ａ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　指標として設定している「補助対象校の当該年度卒業者の医療、福祉分野への就職率」においては、目標値を達成してい
るが、高齢化、医療・介護の高度化・多様化が進む中、今後も地域の医療・福祉を担う質の高い人材を育成・輩出していくこと
が必要である。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　質の高い看護・介護人材を育成・輩出する大学・短期大学の運営に対して、引き続き各大学等の運営状況等とそれに伴う経
費のバランスを見ながら適正な水準で補助を継続していく。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ６　教育・人づくり戦略
目指す姿 ５　地域社会の活性化と産業振興に資する高等教育機関の機能の強化

施策の方向性 ①　多様な資源を活用した教育・研究・社会貢献活動の促進
Ｈ16 年度～

年度
部局名 あきた未来創造部 課室名 あきた未来戦略課高等教育支援室

チーム名 高等教育支援チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 1,133,008 1,255,118 0

国 庫 補 助 金 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 34,933
県 債
そ の 他
一 般 財 源 1,133,008 1,220,185 0

指標名 一般選抜試験の平均受験倍率（倍）【成果指標】
指標式 一般選抜試験出願者数／一般選抜試験募集定員
出典 国際教養大学大学調べ

把握時期 翌年度４月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00 
実績b 13.90 12.04 13.91 12.58 11.03 10.15 8.37 
ｂ／ａ 278.0% 240.8% 278.2% 251.6% 220.6% 203.0% 167.4% 0.0% 0.0% 0.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 国際教養大学運営事業 事業年度

　県内における高等教育の機会拡大を図るとともに、国際社会に通用する人材の育成や本県の国際交流の拠点として活動を
展開することで地域社会と国際社会に貢献することを目的に設置された国際教養大学の円滑な運営を確保するために、運営
費交付金等の交付を行う。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1 運営費交付金
　公立大学法人国際教養大学の業務運営に必要な資金
を交付する。 1,092,025 1,182,977

2 共済費負担金
　地方公務員等共済組合法に基づき、地方公共団体の負
担金を負担する。 40,983 37,208

3
新型コロナウイルス感染症
対応支援事業

　新型コロナウイルス感染症への対応に要する経費を支援
する。 20,054

4
電力等価格高騰対策支援
事業

　電力等価格の高騰により影響を受けている大学に対して
支援する。 14,879

5
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（様式３）

４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ａ
理
由

　公立大学法人の運営方針として県が策定した中期目標を受け、中期目標を達成するため法人が定めた中期
計画を着実に推進するために必要である。

判
定

ａ
理
由

判
定

ｂ
理
由

　省エネ製品の導入などによる経費の削減と効率的な法人運営に努めている。

判
定Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ａ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　少子化の進展により「大学全入時代」を迎えるなど、大学を取り巻く環境が厳しさを増す中、絶えず大学の魅力向上に努め、
県内外の意欲ある若者から進学先として選択されるよう努力する必要がある。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　現行の第４期中期目標・中期計画（令和４年度から令和９年度まで）に基づいた業務を実施するため、大学において教育・
研究・地域貢献の各活動を着実に行っている。教育内容や就職率が評価され、高い志願倍率を維持しているが、県内出身者
の確保については、中期計画にも掲げている数値目標を達成できるような取組を引き続き行っていく必要がある。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ６　教育・人づくり戦略
目指す姿 ５　地域社会の活性化と産業振興に資する高等教育機関の機能の強化

施策の方向性 ①　多様な資源を活用した教育・研究・社会貢献活動の促進
Ｈ16 年度～

年度
部局名 あきた未来創造部 課室名 あきた未来戦略課高等教育支援室

チーム名 高等教育支援チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 72,528 1,879,999 0

国 庫 補 助 金 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 26,180 156,559
県 債 公共施設等適正管理推進事業債等 41,700 1,517,700
そ の 他
一 般 財 源 4,648 205,740 0

指標名 一般選抜試験の平均受験倍率（倍）【成果指標】
指標式 一般選抜試験出願者数／一般選抜試験募集定員
出典 国際教養大学大学調べ

把握時期 翌年度４月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00 5.00 
実績b 13.90 12.04 13.91 12.58 11.03 10.15 8.37 
ｂ／ａ 278.0% 240.8% 278.2% 251.6% 220.6% 203.0% 167.4% 0.0% 0.0% 0.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 国際教養大学施設設備等整備事業 事業年度

　公立大学法人国際教養大学が、中期目標・中期計画を達成するために必要な施設設備等（施設設備、研究機器等）の整
備を行い、教育研究環境の維持向上を図る必要がある。 施設設備等を計画的に整備し、常に教育研究環境が良好な魅力あ
る大学であり続けることにより、国際教養大学における教育・研究・地域貢献の一層の推進を図る。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1 施設整備費等補助金
　国際教養大学の施設設備等の整備に要する経費を補助
する。 72,528 1,879,999

2

3

4

5
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（様式３）

４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ａ
理
由

　大学間競争に勝ち抜くことができる魅力ある大学づくりを進めるためには、計画的な施設設備の整備による教
育研究環境の維持向上は必要不可欠である。

判
定

ａ
理
由

判
定

ｂ
理
由

　大学では中長期的な施設整備計画を策定しているが、年間の補助金交付額には限りがあるため、優先順位を
つけて効果的に大学運営に寄与する施設整備を行っている。
　教育研究環境を整備することにより、大学の魅力向上につながり、受験倍率を高倍率に維持することができて
いる。

判
定Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ａ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　開学後10年以上経過したほか、既存施設等については老朽化が進んでいる。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　耐用年数や老朽化度合を勘案しながら計画的に整備を進めていく必要がある。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（ 1

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ６　教育・人づくり戦略
目指す姿 ５　地域社会の活性化と産業振興に資する高等教育機関の機能の強化

施策の方向性 ①　多様な資源を活用した教育・研究・社会貢献活動の促進
Ｈ28 年度～

年度
部局名 あきた未来創造部 課室名 あきた未来戦略課高等教育支援室

チーム名 高等教育支援チーム

その他合計 件） 0 9,534
財源内訳 左の説明 56,771 58,658 0

国 庫 補 助 金 高等学校等就学支援金交付金等 25,383 32,888
県 債
そ の 他
一 般 財 源 31,388 25,770 0

指標名 補助対象学校（学生）の県内就職率（％）【成果指標】
指標式 県内就職者数／全体（県内＋県外）の就職者数
出典 高等教育支援室調べ

把握時期 翌年度５月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 70.0 70.0 71.0 72.0 73.0 73.0 73.0 73.0 73.0 
実績b 76.0 70.8 63.6 79.5 75.7 73.8 
ｂ／ａ 108.5% 101.1% 89.5% 110.4% 103.7% 101.1% 0.0% 0.0% 0.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 私立専修学校・各種学校運営費等補助金 事業年度

　高等教育において私立専修学校・各種学校は重要な位置を占めているが、経営を学費収入に大きく依存しているほか、公
立学校に比べて就学者の学資負担が大きい。私立高等教育機関の経営の安定と就学者の経済的負担の軽減を図り、多様
な教育の機会を確保するため、 私立専修学校・各種学校に対して補助を行う。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1
私立専修学校・各種学校
運営費補助金

　県内高等教育機関の充実のため、私立高等教育機関の
運営に必要な経常的経費への補助を行う。 29,062 24,207

2
私立専修学校（高等課程）
等就学支援金

　授業料に充てるための就学支援金及び学び直し支援金
について、代理受領する学校設置者に対し支援する。 24,473 19,737

3
私立専修学校（高等課程）
等奨学給付金

　低所得世帯における授業料以外の教育費負担を軽減す
るため、教科書費、教材費、学用品費等を対象とした奨学
給付金を給付する。

2,733 1,889

4
授業目的公衆送信補償金
制度補助事業

　設置者が負担する授業目的公衆送信補償金に対し支援
する。 503 303

5
新型コロナウイルス感染症
対応支援事業

　令和４年４月１日以降に実施される私立専修学校におけ
る感染症対策等の経費について支援する。 0 2,988
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（様式３）

４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ｂ
理
由

　私立高等教育機関に補助を行うことにより、経営の安定と修学者の経済的負担の軽減に寄与する。

判
定

ａ
理
由

判
定

ｃ
理
由

　当事業においては、法定事務として実施する補助金が含まれているほか、当該年度の生徒数の人数に応じて
補助金額が変動する補助金もあり、事業の見直しが難しい。

判
定Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ａ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　今後、少子化等の影響により専修学校等の入学者数が減少した場合、各校の経営状況の悪化ひいては廃校につながり、
県内高校生の県外流出を助長する可能性がある。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　私立専修学校、各種学校については、国からの補助制度がないことから、多くの都道府県で運営補助を行っている。多様な
教育機会の確保と、県内就職率が約８割であり、地域や産業に貢献する人材育成の一翼を担っていると考えられるため、引き
続き補助を継続していく。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（ 0

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ６　教育・人づくり戦略
目指す姿 ５　地域社会の活性化と産業振興に資する高等教育機関の機能の強化

施策の方向性 ①　多様な資源を活用した教育・研究・社会貢献活動の促進
Ｒ３ 年度～
Ｒ７ 年度

部局名 あきた未来創造部 課室名 あきた未来戦略課高等教育支援室
チーム名 高等教育支援チーム

その他合計 件） 0 0
財源内訳 左の説明 330,762 511,567 0

国 庫 補 助 金 デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイプ） 165,284 255,749
県 債 一般補助施設整備等事業債 25,800 117,900
そ の 他 諸収入（民間企業負担金） 25,775 22,662
一 般 財 源 113,903 115,256 0

指標名 米の10ａあたりの労働時間削減率（％）【成果指標】
指標式 前年度の労働時間と当年度の労働時間を比較して削減率を算出
出典 農林水産省「農業経営統計調査（米の作業別労働時間）」

把握時期 翌年度４月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 2.48 2.82 3.48 3.47 3.47 
実績b -1.76 0.86 
ｂ／ａ -71.0% 30.5% 0.0% 0.0% 0.0%

指標名 スマート農業指導士の活動によりスマート農業を体験・実践した農家の件数（件）【業績指標】
指標式 スマート農業指導士の活動によりスマート農業を体験・実践した農家の件数
出典 秋田版スマート農業モデル創出事業コンソーシアム（事務局：秋田県立大学）調べ

把握時期 翌年度５月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 0 0 30 80 130 
実績b 0 0 0 
ｂ／ａ 0.0% 0.0% 0.0%

事業名 秋田県立大学アグリイノベーション教育研究センター事業 事業年度

　本県の基幹産業である農業は、従事者の高齢化や労働力不足等の課題に直面しており、生産基盤の強化や生産性の向上
が求められている。このため、ＡＩやＩｏＴなどのデジタル技術を活用したスマート農業の普及を目的に、秋田県立大学アグリイノ
ベーション教育研究センターを拠点に、研究、人材育成、技術開発等に取り組む。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1
秋田版スマート農業モデ
ル創出事業

　「秋田版スマート農業モデル」を創出するため、分野を超
えた連携研究、高度な教育による農業人材の育成、先端
技術の開発・実証・展示等に取り組む。

330,762 511,567

2

3

4

5
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（様式３）

４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ａ
理
由

　農業従事者の高齢化や労働力不足等の課題に対応しながら、本県農業の成長産業化を進めるためには、単
にデジタル技術を導入するのではなく、デジタル技術を前提とした、 気象・地理的条件など地域特性に適合した
形で新たなスマート農業への変革を実現し、消費者ニーズに的確に応える価値を提供していくことが不可欠で
ある。

判
定

ｃ
理
由

判
定

ｂ
理
由

　スマート農業の普及に向けて、アグリイノベーション教育研究センターの取組を県広報紙あきたびじょんを活用
して県民に周知したほか、秋田県立大学においてもセンターのウェブサイトを活用して情報発信に取り組んだ。

判
定

Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ｂ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　「スマート農業に係るアンケート調査（令和２年：県農林水産部実施）」によると、農業経営上の課題として、現場作業の省力
化、後継者の確保・育成、収量の拡大等が挙げられており、スマート農業の導入によって解決した課題として、現場作業の省
力化、経営規模の拡大、高品質化等が挙げられている。スマート農業が課題解決に貢献できると考えられるが、一方で、高コ
スト、人材不足、システム稼働・データ収集への対応等が、導入に当たっての課題として挙げられている。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　令和４年度は、アグリイノベーション教育研究センター内に、スマート農業の普及に向けた教育・研究の中核施設として、新た
に研究・管理棟が整備されたほか、スマート農業技術の普及・指導に貢献できる専門人材である「スマート農業指導士」の１期
生が22名認定された。また、有識者で構成される「秋田版スマート農業モデル創出事業アドバイザリーボード」を２回開催し、
委員から事業の進捗状況について助言等をいただいた。
　事業の実施環境が強化されたことを活かして、引き続き関係者と協力して研究や人材育成に取り組むとともに、アドバイザ
リーボードからの助言等も踏まえて、本県に即したスマート農業技術の社会実装に向けて事業を推進する。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（ 0

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ６　教育・人づくり戦略
目指す姿 ５　地域社会の活性化と産業振興に資する高等教育機関の機能の強化

施策の方向性 ①　多様な資源を活用した教育・研究・社会貢献活動の促進
Ｈ18 年度～

年度
部局名 あきた未来創造部 課室名 あきた未来戦略課高等教育支援室

チーム名 高等教育支援チーム

その他合計 件） 0 0
財源内訳 左の説明 3,630,865 3,687,322 0

国 庫 補 助 金 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 0 95,539
県 債
そ の 他
一 般 財 源 3,630,865 3,591,783 0

指標名 秋田県立大学入学定員充足率（％）【成果指標】
指標式 入学者数／入学定員数（大学及び大学院）
出典 秋田県立大学調べ

把握時期 翌年度４月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
実績b 102.1 102.9 104.4 101.0 103.3 107.9 105.4 
ｂ／ａ 102.1% 102.9% 104.4% 101.0% 103.3% 107.9% 105.4% 0.0% 0.0% 0.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 秋田県立大学運営事業 事業年度

　県内における高等教育の機会拡大を図るとともに、次代を担う有為な人材を育成し、開かれた大学として本県の持続的発展
に寄与することを目的として設置された秋田県立大学（平成11年度に開学、平成18年度に公立大学法人化）について、円滑
な運営を確保するために、運営費交付金等の交付を行う。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1 運営費交付金

　公立大学法人秋田県立大学の業務運営に必要な資金
を交付する。 3,498,271 3,472,096

2 共済費負担金

　地方公務員等共済組合法等に基づき、地方公共団体の
負担金を負担する。 132,594 119,687

3
新型コロナウイルス感染症
対応支援事業

　新型コロナウイルス感染症への対応に要する経費を支援
する。 0 10,636

4
電力等価格高騰対策支援
事業

　電力等価格の高騰により影響を受けている大学に対して
支援する。 0 84,903

5
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（様式３）

４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ａ
理
由

　公立大学法人の運営方針として県は中期目標を策定し、中期目標を達成するために法人は中期計画を定め
ている。当事業によって、中期計画を着実に推進することが必要である。

判
定

ａ
理
由

判
定

ｂ
理
由

　運営費交付金の算定ルールにおいて、法人に対し学生の教育サービスに直接影響のない経費を年２％縮減
することを定めている。

判
定

Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ａ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　少子化の進展により「大学全入時代」を迎えるなど、大学を取り巻く環境は厳しさを増している。限られた財源を効果的に活
用することで絶えず大学の魅力向上を図り、県内外の意欲ある若者から進学先として選択されるとともに、地域社会の活性化
と産業振興に貢献することが大学に求められている。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　現行の第３期中期目標・中期計画（期間：平成30年度から令和５年度まで）に基づいて、大学において教育・研究・地域貢献
の各分野の活動を着実に行っている。令和５年度中に、第４期中期目標・中期計画（期間：令和６年度から令和11年度まで）を
策定するとともに、併せて、大学運営が円滑に行われるよう運営費交付金の算定ルールも見直し、地域が求める人材の育成
や産業支援などの活動を引き続き行っていく。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ６　教育・人づくり戦略
目指す姿 ５　地域社会の活性化と産業振興に資する高等教育機関の機能の強化

施策の方向性 ①　多様な資源を活用した教育・研究・社会貢献活動の促進
Ｈ18 年度～

年度
部局名 あきた未来創造部 課室名 あきた未来戦略課高等教育支援室

チーム名 高等教育支援チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 507,568 447,222 0

国 庫 補 助 金 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 307,958 140,885
県 債 公共施設等適正管理推進事業債等 169,500
そ の 他
一 般 財 源 199,610 136,837 0

指標名 秋田県立大学入学定員充足率（％）【成果指標】
指標式 入学者数／入学定員数（大学及び大学院）
出典 秋田県立大学調べ

把握時期 翌年度４月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
実績b 102.1 102.9 104.4 101.0 103.3 107.9 105.4 
ｂ／ａ 102.1% 102.9% 104.4% 101.0% 103.3% 107.9% 105.4% 0.0% 0.0% 0.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 秋田県立大学施設設備等整備事業 事業年度

　公立大学法人秋田県立大学が、中期目標・中期計画を達成するために必要な施設設備等（施設設備、研究機器等）の整
備を行い、教育研究環境の維持向上を図る必要がある。 施設設備等を計画的に整備し、常に教育研究環境が良好な魅力あ
る大学であり続けることにより、秋田県立大学における教育・研究・地域貢献の一層の推進を図る。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1 施設整備費等補助金
　秋田県立大学の施設設備等の整備に要する経費を補助
する。 507,568 447,222

2

3

4

5
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（様式３）

４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ａ
理
由

　大学間競争に勝ち抜くことができる魅力ある大学づくりを進めるためには、計画的な施設設備の整備による教
育研究環境の維持向上は必要不可欠である。

判
定

ａ
理
由

判
定

ｂ
理
由

　大学では中長期的な施設整備計画を策定しているが、年間の補助金交付額には限りがあるため、優先順位を
つけて効果的に大学運営に寄与する施設整備を行っている。
　教育研究環境を整備することにより、大学の魅力向上につながり、受験倍率を高倍率に維持することができて
いる。

判
定Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ａ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　公立大学法人秋田県立大学秋田・本荘キャンパスは平成１１年開学、木材高度加工研究所は平成７年開所、大潟キャンパ
スは昭和48年設置（県立農業短期大学として開学）と、各キャンパスにおいて経年による老朽化が進んでいる。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　耐用年数や老朽化度合を勘案しながら計画的に整備を進めていく必要がある。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ６　教育・人づくり戦略
目指す姿 ５　地域社会の活性化と産業振興に資する高等教育機関の機能の強化

施策の方向性 ②　次代を担う学生の確保と人材育成への支援
Ｈ30 年度～
Ｒ６ 年度

部局名 あきた未来創造部 課室名 あきた未来戦略課高等教育支援室
チーム名 高等教育支援チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 16,200 16,548 0

国 庫 補 助 金
県 債
そ の 他
一 般 財 源 16,200 16,548 0

指標名 補助対象学校（学生）の県内就職率（％）【成果指標】
指標式 県内就職者数／全体（県内＋県外）の就職者数
出典 高等教育支援室調べ

把握時期 翌年度５月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 70.0 71.0 72.0 73.0 73.0 73.0 73.0 
実績b 69.1 67.8 76.7 83.6 75.4 
ｂ／ａ 98.7% 95.4% 106.5% 114.6% 103.2% 0.0% 0.0%

指標名
指標式
出典

把握時期
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a
実績b
ｂ／ａ

事業名 私立大学等即戦力人材育成支援事業 事業年度

　人口減少等により教育環境が厳しさを増す中、各高等教育機関には学生の県内定着や地域の課題解決に向けた取組が求
められている。本事業では県内私立大学等が実施する企業ニーズを踏まえた実践的な教育活動や、県内就職促進のための
取組等を支援することにより、県内産業の即戦力となる専門人材を育成するとともに、優れた人材の県内定着を図る。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1
私立大学等即戦力人材育
成支援事業

　県内の私立大学等が県内産業に即戦力となる人材を育
成するとともに、学生の県内定着を図るため、県内就職促
進やふるさと教育等の取組を支援する。

16,200 16,548

2

3

4

5
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（様式３）

４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ｂ
理
由

　人口減少問題に対して官民一体となった取組が求められる中、県内産業の即戦力となる人材の育成をすると
ともに、学生の積極的な社会参加・地域貢献を促す、ふるさと教育などを行う県内の私立大学・短期大学・専修
学校を支援する必要がある。

判
定

ａ
理
由

判
定

ｂ
理
由

　審査委員会での評価結果がより補助額に反映されるよう、審査委員会の意見の活用方法について見直しを
行った。

判
定Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ａ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　近年はコロナ禍の影響もあり県内就職率が増加していたが、今後減少傾向に転ずる可能性があるため、その影響に注視す
るとともに、県内就職率の増加（維持）を図っていく必要がある。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　各高等教育機関で実施する、県内定着する即戦力人材の育成を図る取組等に対して、効果的・効率的かどうかを審査しつ
つ、引き続き支援を行っていく。
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（様式３）

事業評価調書（目的設定、中間評価、事後評価）     (評価年度：令和５年度）

１　事業実施の背景及び目的

２　事業概要及び財源 （単位：千円）

（

３　事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
【指標Ⅰ】

【指標Ⅱ】

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することができない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

政策 ６　教育・人づくり戦略
目指す姿 ６　生涯にわたり学び続けられる環境の構築

施策の方向性 ①　多様な学びの場づくり
Ｈ23 年度～

年度
部局名 観光文化スポーツ部 課室名 文化振興課

チーム名 読書活動・文化芸術推進チーム

その他合計 件）
財源内訳 左の説明 14,616 10,827 0

国 庫 補 助 金
県 債
そ の 他 諸収入（労働保険料個人負担分） 9 5
一 般 財 源 14,607 10,822 0

指標名 本や雑誌、新聞等を１日平均30分以上読む人の割合（％）【成果指標】
指標式 １日平均30分以上読書をする人÷調査人数×100
出典 県民意識調査

把握時期 当該年度８月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 70 70 70 70 70 70 
実績b 44 45 43 
ｂ／ａ 63.1% 63.6% 61.4% 0.0% 0.0% 0.0%

指標名 「県民読書の日」を知っていると答える人の割合（％）【業績指標】
指標式 「県民読書の日」を知っている団体÷調査数×100
出典 イベント来場アンケート（Ｒ３はイベント開催がなく数値なし）

把握時期 当該年度１１月
年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度
目標a 50 90 90 90 90 90 
実績b 0 0 71 
ｂ／ａ 0.0% 0.0% 79.1% 0.0% 0.0% 0.0%

事業名 県民読書環境整備事業 事業年度

　読書活動は県民が人生を豊に生きる上で大切なものであり、全ての県民が読書活動を容易に行うことができるよう、読書環
境の整備が積極的に推進される必要がある。平成22年４月に「秋田県民の読書活動の推進に関する条例」が施行され、県は
県民の読書活動の推進に関する基本的な計画と総合的な施策を策定し、実施することとされている。

事業内訳 概要 令和５年度
予算額

令和４年度
決算(見込)額

最終年度
決算（見込）額

1 地域読書活動推進事業
　リサイクル文庫事業や「家族で読書」運動の啓発を進め
るとともに、市町村との協働により、地域読書の推進を図
る。

2,265 2,140

2 県民読書の日啓発事業
　「ふるさと秋田文学賞」の作品募集や受賞作品集の刊行
を通じて「県民読書の日」の周知を図る。 2,021 1,620

3
「楽しく読書！」県民運動
推進事業

　日頃読書から離れている県民の読書意欲を喚起するた
め、イベント等を活用した啓発活動を行う。 7,123 7,067

4 若者読書活動促進事業
　読書率が向上してきた若い世代の読書習慣を確かなも
のにするため、ＳＮＳを活用した啓発活動や読書活動の支
援を行う。

3,207 0

5
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（様式３）

４　中間評価
（１）必要性（現状の課題に照らした妥当性）

（２）有効性（事業目標の達成状況）

（３）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（４）総合評価

５　課題と今後の対応方針
（１）事業推進上の課題

（２）今後の対応方針

６　事後評価

（１）有効性（事業目標の達成状況）

（２）効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

（３）総合評価

７　類似事業の企画立案に当たっての課題

（判定基準）a：必要性が高い　　b：一定の必要性がある　　c：必要性が低い
※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

※指標設定ができない場合には「ｂ」判定以下とする。
※二つの指標を設定している場合には達成率の平均値により判定する

（判定基準）ａ：有効性が高い（達成率が100.0％以上）　　ｂ：一定の有効性がある（達成率が80.0～99.9％）　　ｃ：有効性が低い（達成率が80.0％未満）

（判定基準）ａ：効率性が高い　　ｂ：一定の効率性がある　　ｃ：効率性が低い

判
定

ａ
理
由

　第３次秋田県読書推進基本計画に基づき、課題の解決に向けて計画的かつ着実に推進している。

判
定

ｃ
理
由

判
定

ｂ
理
由

　特に若い世代の読書率向上を目指して、ＳＮＳ（Twitter）やウェブサイトを積極的に活用し周知を図っている。
また、文学賞やレビューコンテストの結果については全入賞作品をウェブサイトに掲載し広報している。

判
定Ｂ

前
回
の
結
果

（
※
参
考

）

Ｂ

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「必要性」、「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　読書は、個人的で自由な精神活動であるため、県民読書活動を進めていくためには家族で一緒に読書を楽しんだり、進ん
で読書に親しむ機運を醸成していくことが必要であるが、「本や雑誌、新聞等を一日30分以上読む県民の割合」は、平成28年
度以降５割を割り込み、特に子育てや働き盛りの年代の読書時間が少ない傾向にある。

判
定

理
由

判
定

理
由

判
定

【総合評価の判定基準】
　「Ａ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの
　「Ｂ」：「Ａ」、「Ｃ」以外の判定のもの
　「Ｃ」：「有効性」、「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

　「１日30分以上読書する人の割合」は、前年度比1.5ポイント減、実績値は43.0％であり、全体的に低水準にとどまっている。
こうした状況を踏まえ、県民の身近なところで読書に親しむ環境づくりを進めるほか、県民の読書意欲を喚起するため、ＳＮＳ
等での発信やイベント等を活用した啓発活動を行っていく。
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